
 

 

様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 
巡回支援専門員による効果的な子育て支援プログラムに関する調査とその

普及 

事 業 目 的 

発達障害の早期発見後の支援として、現在は一般の子育て支援機関、障

害児支援事業所、医療機関等が対応を行っているが、家族等の障害理解が

難しい場合や、地域によっては専門機関・事業所が十分にない場合もある。

そのため、一般の子育て支援機関において、いかに専門的な支援を実施す

るかは重要な課題である。本事業では、一般の子育て支援機関における専

門的支援の担い手として昨今自治体で増えている巡回支援専門員のあり方

について、文献研究と現地訪問調査を行い、巡回支援専門員が最低限身に

つけるべき専門的支援について明らかにすることを目的とする。 

事 業 概 要 

本事業では、（1）「一般的な子育て支援機関で行う専門的支援に関する文

献研究」及び（2）「巡回支援専門員が一般の子育て支援機関に行う専門的

支援に関する現地訪問調査」を行った。 

（1）では、乳幼児健診の時期から保護者が専門機関につながるまでに行わ

れる支援の現状と課題を明らかにするために、国内外の先行事例や研究を

対象として、文献研究を行い、（2）では、巡回支援専門員が一般の子育て

支援機関に行う専門的支援に関する現地訪問し、具体的な実施内容・場所・

体制・必要な研修など調査した。 

事業実施結果 

及び効果 

文献調査の結果、自治体や保育所が行う専門的支援は発達障害の診断の

有無にかかわらず親子支援の観点で行われる点で効果があることが示唆さ

れたが、これらに関する明確な実証的研究は存在せず、支援方法も確立さ

れていないことが明らかになった。また訪問調査の結果、巡回支援専門員

をはじめとする巡回相談支援の機能自体は有効であると考えられるが、よ

り一層効果的に子育て支援を行うためには各自治体の規模や状況に応じて

柔軟に活用できる枠組み作りを行う必要があるといえる。本事業成果物で

ある、巡回支援専門員養成のためのテキストや自治体が巡回支援専門員制

度をどのように扱うべきかをまとめたマニュアルが有効に活用されること

によってインクルーシブな支援の実現に効果があるものと期待している。 

事 業 主 体 

郵便番号：452－0821 

所 在 地：愛知県名古屋市西区上小田井 2－187－201号 

法 人 名：特定非営利活動法人アスぺ・エルデの会 

電話番号/E-MAIL：052－505－5000 /  info@as-japan.jp 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 


